
  

 愛知県では、「持続的に発展する林業の実現」を目指し

て、①主伐・再造林の拡大、②間伐の推進、③担い手の

確保・育成、④県産木材の利用促進といった４本柱に重

点をおいて、普及指導に取り組んでいる。しかし、①の

主伐・再造林の拡大については、事業地確保がなかなか

進まない状況である。 

そこで、愛知県豊田加茂農林水産事務所では、地域の

定例会において森林所有者に主伐・再造林の働きかけを

実施し、希望者に収支試算結果を提示するとともに、事

業化に向けた提案を行うことで主伐・再造林の事業地を

確保する取組を行った。 

 

（１）現状 

 多くの森林所有者の主伐・再造林に対する意欲は原木

価格の低迷による採算性の悪化や植栽後の獣害への懸

念等により低下し、主伐・再造林を推進する上での課題

となっている。本県におけるここ数年の主伐・再造林面

積は、25ha前後に留まっており、高齢に偏る齢級構成は

解消されていない。 

また、当管内に位置する豊田市は、平成 17 年に旧藤

岡町、旧小原村、旧足助町、旧下山村、旧旭町及び旧稲

武町と合併し、市域の約7割を森林が占めるまちとなっ

た。森林のうち約半分は人工林が占めており、平成12年

に発生した東海豪雨を契機に「災害に強い森づくり」を

行うため、市は「森づくり会議・団地」を設置し、豊田

森林組合と連携して地域を集約化しながら間伐による

過密人工林の解消を最優先で取り組んでいる。間伐だけ

でなく主伐・再造林を推進していくためには、県の林業

普及指導員等が森林所有者に積極的に働きかけ、森林所

有者が不安に思っていること等を払拭する必要がある

と考え、以下の取組を実施した。 

（２）取組内容 

① 主伐・再造林の収支試算ツール作成 

  森林所有者は、現在の原木価格では主伐をしても採算

が合わないだろうという漠然としたイメージを持って

いるため、現在の原木価格をもとに主伐・再造林した際

の収支を可視化できる収支試算ツールを作成した。収支

試算には、県で整備した航空レーザ計測の解析データが

搭載されているWebGIS（ALANDIS+ Forestry）を活用し

た。 

② 豊田市阿蔵自治区での取組 

 豊田市南東部に位置する阿蔵自治区の定例会に参加

し、森林所有者に対し主伐・再造林の働きかけ及び収支

試算の呼びかけを行った。その後、希望者に対して、収

支試算結果の提示、事業化に向けた提案及び獣害対策に

ついての説明等を行った。 

 

図１ 阿蔵自治区 

③ 造林事業地における収支試算 

主伐の適地が多いと考えられる過去の造林事業地（豊

田市内）において収支試算を行い、今後優先的に働きか

ける地域を検討した。 

（３）成果 

① 主伐・再造林の収支試算ツール作成 
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主伐・再造林の推進に向けた取組 

～収支試算による収支の見える化と提案～ 
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 エクセルで図２のような収支試算書を作成した。試算

を実施する区域ごとに面積、外周、スギ・ヒノキの本数

や採材量のシミュレーション結果（ALANDIS+ Forestry

の「採材シミュレーション」という機能を使って算出）

等を入力することで、販売収入額、主伐・再造林に掛か

る標準経費、補助事業を活用した際の補助金額が計算さ

れ、所有者へ還元できる利益がどれぐらいになるか一目

でわかるものとした。森林所有者への提案や主伐・再造

林の働きかけを行う地域の選定に活用している。 

 

 

図２ 収支試算書 

 

② 豊田市阿蔵自治区での取組 

 阿蔵自治区の定例会出席者 34 名に対して、５名から

収支試算の要望があった。収支試算結果については、表

1 のとおりである。その希望者５名に収支試算結果の提

示及び事業化に向けた提案を行ったところ、３名の森林

所有者から主伐・再造林の事業化について今後前向きに

検討する旨の回答があった。そのうち１名からは、林業

経営体へ見積りをお願いしたい旨連絡があったため、林

業経営体へ情報提供及び見積りを依頼した。また、もう

１名についても自宅近くの森林について主伐・再造林が

可能なら実施したいということであったため、林業経営

体へ情報提供及び現地確認を依頼した。 

 

写真１ 定例会での働きかけ 

 

表１ 阿蔵自治区における収支試算結果 

収支試算 

希望者 

収支試算 

実施面積 

収支０円以上の 

面積 

５人 109.14ha 36.1ha 

③ 造林事業地における収支試算 

 平成 23年度から平成 30年度までの造林事業地 954ha

のうち、条件（※）にあう事業地を試算したところ、表

２のような結果となった。 

※条件：事業後５年経過、搬出間伐実施地、林齢60年生 

以上 

表２ 造林事業地における収支試算結果 

 

 

 



下山地区において造林面積の 19％で採算が合うとい

う結果であった。なかでも、大桑町と和合町で採算の見

込める事業地がまとまっていることがわかった。 

（４）課題 

  収支試算を実施した箇所で現地調査をしてみると、

試算上採算が取れる場所でも、材の曲がりが多い等航空

レーザ計測データでは確認できないこともあるため、現

地調査も併せて行う必要がある。今後は、収支試算の精

度検証を行っていく必要もある。 

 

① 造林事業地における働きかけ 

 過去の造林事業地において実施した収支試算結果を

基に、採算の見込める事業地がまとまっている地域（大

桑町及び和合町）の森林所有者に働きかけを実施する。

働きかけ方法については、豊田市と豊田森林組合と相談

しながら、造林事業を実施した森林所有者へ個別に働き

かけ、どれぐらいの効果が得られるかを検討する。 

② 収支試算の精度検証 

 ALANDIS+ Forestryを活用して収支試算を実施した箇

所について、実際の事業実績と比較検証をし、収支試算

の精度向上を図る。 

 

 

３ 今後取組むべき内容   


